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札幌北洋グループの概要

＜平成20年3月期 連結決算＞
・ 総資産 7兆4,471億円
・ 資金量 6 兆5,540億円
・ 貸出金 4 兆7,831億円
・ 純資産 3,010 億円
・ 当期純利益 278億円
・ 従業員数 4,057 人

○ グループ構成

札幌北洋グループは

「北洋銀行・札幌銀行・札幌北洋リース・札幌北洋カード・その子会社」で構成

北洋銀行は昨年の平成19年8月20日で「創立90周年」

北洋銀行・札幌銀行は平成20年10月に合併予定

札幌北洋
ホールディングス

北洋銀行

全道ネットワークで総合的な
金融サービスを充実

札幌銀行

豊富なローン商品で
リテール部門へ注力
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沿革

公募増資（246億円）を実施ホールディングス平成17年2～3月

第三者割当増資（102億円）を実施ホールディングス平成14年12月

設立ホールディングス平成13年 4月

包括的業務提携北洋・札幌銀行平成11年 9月

北海道拓殖銀行の北海道内の営業
を譲り受け

北洋銀行平成10年11月

普通銀行に転換北洋・札幌銀行平成元年 2月

相互銀行に転換北洋・札幌銀行昭和26年

「北海道無尽」として設立札幌銀行昭和25年

「北海道無尽」として設立、後に「小
樽無尽」「北洋無尽」と商号変更

北洋銀行大正 6年

平成20年10月

合併予定



経営の基本方針

・ 「北海道のリーディングバンク」として、確固たる地位を確立する。

・ 「北海道のリテールバンク」として、その機能の一層の発揮に努める。

・ 「信頼される銀行」であるため、さらなる経営体質の強化を図る。
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グループ経営理念

・ お取引先に良質なサービスを提供し、お客様と共に発展する。

・ 企業価値の増大を図り、株主と市場から高い信認を得る。

・ 職員がその能力を十分に発揮できる働きがいのある職場をつくる。



全国の地域銀行における位置づけ

資金量 金再法開示 当期純利益

（本社） （兆円） 債権比率(％) （億円）

横浜銀行 （神奈川県） 10.1 10.80 2.14 682 AA- 10,063 

ふくおかFG （福岡県） 10.1 8.76 4.98 12 A+ 4,118 

千葉銀行 （千葉県） 8.5 12.20 2.73 459 AＡ- 6,662 

ほくほくＦＧ （富山県） 8.4 10.39 3.64 386 Ａ 4,286 

静岡銀行 （静岡県） 7.3 14.70 2.99 347 AA 7,697 

山口FG （山口県） 6.8 10.45 3.27 269 A+ 3,886 

札幌北洋ＨＤ （北海道） 6.5 9.27 2.91 278 A+ 2,867 

常陽銀行 （茨城県） 6.3 13.22 3.30 139 AA- 4,242 

西日本シティ銀行 （福岡県） 6.1 9.23 4.52 143 ─ 2,517 

京都銀行 （京都府） 5.7 11.67 8.36 208 A+ 4,014 

格付
注1

時価総額
（億円）

注2

平成20年3月末

連結自己

資本比率(％)
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注1：㈱格付情報センター（Ｒ＆Ｉ）の発行体格付（平成20年6月30日現在）。持株会社で格付未取得ながら中核銀行で取得している場合は

中核銀行の格付。「-」はＲ＆Ｉの格付未取得もしくは非公表。

注2：時価総額は平成20年6月末の東証終値×発行済株式数。



その他, 9.8%

政府系, 12.3%

農協・漁協等, 9.7%

信用金庫, 17.6%

その他銀行
(郵貯含む),

24.4%

札幌北洋
グループ,

 26.2%

北海道内における札幌北洋グループ

●札幌北洋グループは北海道内の預貯金で19.2％、貸出金で26.2％のシェアを

有する道内最大の金融グループ

- 4 -

道内預貯金 33.3兆円 道内貸出金 17.6兆円

その他, 4.2%

農協・漁協等, 17.9%

信用金庫, 17.9%

その他銀行
(郵貯含む),

40.8%

札幌北洋
グループ,

19.2%

（平成20年3月末現在）

銀行(信託勘定含む)、信金、信組、農協・漁協等、政府系(日本政策
投資銀行、住宅金融支援機構、国民生活金融公庫、中小企業金融
公庫)、労働金庫、商工組合信用金庫における北洋銀行+札幌銀行
のシェア(農協・漁協等は20.1末の計数)



● 20年3月期の当期純利益は、サブプライムロー
ン問題に端を発した金融市場の混乱、相場低迷等
の影響による有価証券等関係損益の低下や営業
経費の増加等により５期ぶりの減益

20年3月期業績の概要
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△1.339.2710.60自己資本比率

1,2771,305連結コア粗利益

20年3月期19年3月期

40767726営業経費

△27

前年比

△118486605経常利益

7.99

278

80

107

（単位：億円・％）

△0.368.35ＲＯＥ

有価証券等関係損益

貸倒償却引当費用（△）

△37316当期純利益

△77158

△31138

（注）連結コア粗利益＝資金利益＋役務取引等利益＋その他業務利益（除く債券関係損益）
営業経費＝経費（人件費＋物件費＋税金）+ 臨時処理分経費
貸倒償却引当費用＝貸倒引当金繰入額＋貸出金償却＋債権売却損＋その他貸倒損失
有価証券等関係損益＝国債等債券関係損益＋株式等関係損益＋金銭の信託運用益
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22.6 22.9
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（％）

計画

資金量+預かり資産残高と貸出金残高

資金量＋預かり資産残高は順調に増加、7兆円を突破。

貸出金も順調に増加。シェアも着実にアップ。
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資金量と預かり資産残高

貸出金残高

※ 資金量 ＝ 預金＋ＮＣＤ（譲渡性預金）

道内貸出金シェア

銀行(信託勘定含む)、信金、信組、農協・漁協等、政府系(日本政策投資銀行、住宅
金融支援機構、国民生活金融公庫、中小企業金融公庫)、労働金庫、商工組合信用
金庫における北洋銀行+札幌銀行のシェア(農協・漁協等は20.1末の計数)



北洋銀行・札幌銀行の合併について

合併予定日 平成20年10月14日（火）

目的 一層強固な経営基盤の確立とより充実した総合金融サービスの提供

新銀行名 株式会社 北洋銀行
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＜合併に際してお客様にご留意いただきたい事項＞

○合併に伴うＡＴＭ等オンラインサービスの休止について

　以下の日時において、すべての金融機関・コンビニなどのＡＴＭで札幌銀行・北洋銀行のキャッシュカードによるお取引ができません。

　　10/10（金） 　10/14（火）

　　　18：00まで
　　　通常通り

　7：00から
　通常通り

○札幌銀行とお取引いただいているお客様へ

・現在ご使用されている通帳はご使用いただけなくなります。合併日以降、現北洋銀行店舗を含め全ての店舗にてお取扱致しますので

　新しい通帳へのお切換をお願い致します。

・現在の札幌銀行店舗の一部の支店名と全ての店番号が変更になります。（現北洋銀行の店名・店番は変更致しません）

※詳しくは窓口へお問い合わせ下さい。

9/15（月・祝） 9/16（火）

通常通り 通常通り

10/11（土） 10/12（日） 10/13（月）

●10月10日（金）は、札幌銀行ＡＴＭでの15：00以降の振込予約は
 　ご利用いただけません。
●ＡＴＭ設置店舗、商品・サービスによりご利用可能時間が異なるた
　 め、上記時間帯以外にもご利用いただけない場合がございます。
●休止させていただくサービス
　※札幌銀行・北洋銀行のＡＴＭでのすべてのお取引
　※札幌銀行・北洋銀行のキャッシュカードによる他の金融機関・コンビニ
　　 等でのお取引
　※インターネット・モバイルバンキングサービス、ビジネスネット、アンサー
     サービス(振込・振替の受付は、10月10日（金）15:00までとなります。
　※デビットカードサービス
　※Ｐａｙ-ｅａｓｙ「ペイジー」（税金・各種料金払込）（10月9日（木）よりご利用
　　 いただけません）

7/21（月・祝）7/20（日）

通常通り

7/22（火）

通常通り

9/14（日）

終日ご利用できません。

10日18：00から　ご利用できません。 14日7：00まで

終日ご利用できません。



新中期経営計画の戦略の柱

合 併合合 併併

トップライン収益増強トップライン収益増強トップライン収益増強

効率性および品質向上効率性および品質向上効率性および品質向上

IT投資ITIT投資投資 BPR
業務プロセスの再構築

BPRBPR
業務プロセスの再構築業務プロセスの再構築 人材育成人材育成人材育成

戦略戦略の柱の柱

「合併」「ＩＴ投資」「ＢＰＲ」「人材育成」を戦略の柱として、
「トップライン収益増強」と「効率性および品質の向上」の両面を追求します。
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新中期経営計画期間
＝強固な経営基盤の礎を築く変革（イノベーション）の3年間＝

新中期経営計画期間
＝強固な経営基盤の礎を築く変革（イノベーション）の3年間＝

新中期経営計画における経営指標
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収益性に
関する指標

20.3期
実績

21.3期
計画

23.3期計画
（中計最終年度）

25.3期計画
（北洋銀行合併5年後）

当期純利益 278億円 200億円 ２８０億円 ４００億円程度

ＲＯＥ 7.99% 6%台 ７％台 ９％程度

自己資本
比率 9.27% 11%程度 １１％程度 １３％程度

ＯＨＲ 59.8% 60%台 ６０％程度 ５０％程度

シェアに
関する指標

20.3期
見込み

21.3期
計画

23.3期計画
（中計最終年度）

25.3期計画
（北洋銀行合併5年後）

道内貸出金
シェア 26.2% 27%程度 ２９％程度 ３０％以上



法人のお客様向けサービス

・ビジネスクイックローン
・売掛債権等の流動化
・動産担保ローン

・ビジネスマッチング支援
・海外ビジネス支援
・経営改善支援
・事業再生支援
・ベンチャー企業支援
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提
案
型
渉
外
の
推
進

資金調達資金調達

経営相談
経営支援

経営相談
経営支援



便利・安心便利・安心

資産運用資産運用

個人のお客様向けサービス
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・キャッシュ＆クレジット
ICカード「clover」

・広域ATMネットワーク
・コンビニATM
・移動店舗「バンクル号」

・札幌駅前コンサルティングプラザ
・投資信託
・個人年金保険

お借入お借入

・ローンプラザを各地に設置
・充実した住宅ローンラインナップ
・マイカーローン
・教育ローン
・カードローン「アルカ」

札幌銀行 移動店舗「バンクル号」

札幌駅前コンサルティングプラザ



地域貢献活動
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北海道の持続的な発展のために

地域と本業の特性を踏まえた重点取組事項は、次の3つ

環境保全環境保全 地域医療地域医療 金融教育金融教育

札幌北洋ホールディングスは、社会的責任投資（ＳＲＩ：Ｓｏｃｉａｌ Ｒｅｓｐｏｎｓｉｂｉｌｉｔｙ Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ）

に関して、最も権威ある指標の1つと言われる「ＦＴＳＥ4Ｇｏｏｄ Ｉｎｄｅｘ（注1）」銘柄に選出
されました。

（注1）：ＦＴＳＥグループ（注2）により2001年7月に開発された指標
（注2）：英国のフィナンシャル・タイムズ紙とロンドン証券取引所の共同出資で設立された株式・債券等の代表指数

の開発・管理を専門に行っている機関

札幌北洋ホールディングスは、社会的責任投資（ＳＲＩ：Ｓｏｃｉａｌ Ｒｅｓｐｏｎｓｉｂｉｌｉｔｙ Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ）

に関して、最も権威ある指標の1つと言われる「ＦＴＳＥ4Ｇｏｏｄ Ｉｎｄｅｘ（注1）」銘柄に選出
されました。

（注1）：ＦＴＳＥグループ（注2）により2001年7月に開発された指標
（注2）：英国のフィナンシャル・タイムズ紙とロンドン証券取引所の共同出資で設立された株式・債券等の代表指数

の開発・管理を専門に行っている機関
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・排出権を購入して、「北洋銀行本店ビル」と「環境総合展2008」をカーボンオフセット
・市民参加型清掃活動「ひろえば街が好きになる運動」への参加
・「北海道洞爺湖サミット」への協力
・環境配慮型住宅ローンの金利優遇
・グリーン購入の推進
・紙使用量の削減、リサイクルへの取り組み

ひろえば街が好きになる運動

環境保全への取組み環境保全への取組み
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・道内医療機関への「遠隔画像診断システム」の寄贈
・「臓器提供意思表示カード（ドナーカード）」の全店店頭設置
・札幌医科大学と地域医療への貢献などを目的とした「包括

連携協定」を締結

・小中学生を対象とした金融教育（「キッズマネーセミナー」
や「ほっくーマネー教室」）の実施

・地元小中学生の職場体験や地元大学のインターンシップ
等の受け入れ

地域医療への取組み地域医療への取組み

金融教育への取組み金融教育への取組み

遠隔画像診断システム寄贈式

ドナーカードの店頭設置

ほっくーマネー教室
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株価は19年夏まで堅調に推移。19年夏以降の推移は、サブプライムローン問題を契機とする

全世界的株安の影響。出来高は増加傾向。

日経平均推移との比較株価推移
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平成21年1月に予定されている「株券の電子化」の実施を目途に、

株式分割等の投資単位の引下げを検討。

業績連動配当ルールについて

配当金 ＝ 「普通配当金」 ＋ 「業績連動配当金」

20年3月期の配当金は16,000円（配当性向22.9％）

安定的な配当実施の観点
から、1株当たり年10,000円
とする予定

業績に連動する部分として、通期の
連結当期純利益が200億円を上回る
場合に、その超過額の30％を目途に
お支払いする予定

1株当たり配当金
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1株あたり指標

10,0008,0005,000配当金

12.611.09.8配当性向
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79,201

994,336

72,44950,528ＥＰＳ（1株当たり当期純利益）

901,502755,531ＢＰＳ（1株当たり純資産）※

※18年3月末以前は「1株当たり株主資本」
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21年3月期は、当期純
利益200億円を予想し
ており、普通配当金の
みの10,000円となりま
すが、子銀行の合併を
記念し、記念配当とし
て2,000円を加え、1株
当たり年12,000円の配
当を予定しております。

21年3月期は、当期純
利益200億円を予想し
ており、普通配当金の
みの10,000円となりま
すが、子銀行の合併を
記念し、記念配当とし
て2,000円を加え、1株
当たり年12,000円の配
当を予定しております。



株式会社 札幌銀行
http://www.sapporobank.co.jp

株式会社 北洋銀行
http://www.hokuyobank.co.jp

株式会社 札幌北洋ホールディングス
http://www.sapporohokuyo.co.jp

・ 本資料は、当社および当社グループに関する情報の提供を目的としたものであり、証券投資の勧誘を目的としたものではありません。

・ 本資料には、当社グループの将来の業績、経営目標などに関する記述が含まれております。こうした記述は、将来の業績を保証する
ものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。将来の業績は、経営環境の変化等により異なる可能性があることにご留意くださ
い。

・ 当社以外の金融機関に関する情報は、一般に公知の情報に依拠しています。


